
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  同族会社の行為計算の否認規定の改正 

Ｑ：今年の改正では、同族会社の行為又は

計算の否認規定が改正になったそうですが、

どのような内容になったのですか？ 

 

Ａ：各税目間での調整が図られることとな

りました。 

【解説】 

同族会社の行為又は計算の否認規定の改正

は、当初の税制改正の大綱や要綱では全くふ

れられていなかったにもかかわらず、法律の

段階になって突如表面化してきたというもの

で、実務界でも話題になっているものです。 

この同族会社の行為又は計算の規定は、法

人税、相続税、所得税の各税目に設けられて

いるものですが、財務省によりますと、これ

までは各税目間での調整が明らかになってい

なかったため、これを明確にするため改正し

たということです。 

具体的には、これまでであれば、たとえば、

法人税における否認規定により、役員給与が

損金不算入とされた場合、所得税においてそ

の役員の給与所得の減額ができるかどうか明

確でありませんでしたので、減額をしたとい

う者もおれば、規定が無かったのでしなかっ

たという者もおり、取扱いにバラツキが生じ

ていましたので、これを整理して、各税目間

で調整をすることとしたということです。 

これにより、今後は、複数の税目にかかる

否認規定が適用された場合は、片方で税額が

増え、もう一方では税額が減ることとなりま

す。 
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